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協議会だより NO.109（2018.6発 行 )       山口県日本型直接支払推進協議会 

 
多面的機能支払交付金制度の見直しに向けた聞取り調査の実施 

 
農林水産省は平成 31 年度に多面的機能支払交付金制度の見直しを検討しており、

活動組織が行う共同活動への支援に係る交付金単価の設定及び活動項目の見直し等

のため、活動組織が行った共同活動の活動量調査を実施する必要があるとしていま

す。 

また、活動量調査にあわせて、活動項目や多面的機能支払の効果等に係る聞取り

調査行い、制度のあり方についても検討を行うこととされています。 

選定された活動組織におかれましては、田植え時期の多忙時期に係らず、日程の

調整、調査場所の準備等ご協力頂き誠にありがとうございました。 

現時点では制度見直しに関する内容等について情報はありませんが、聞取り調査

により実施した内容についてお知らせします。 

1、 対象活動組織 

地目の占有割合 70%以上の集団から、共同活動、長寿命化への取組状況や取組 

規模等の条件をもとに活動組織を無作為に選定。都道府県の取組組織等に応じて

調査対象組織数を設定。 

山口県調査選定組織 

市町 組織名 地目 組織区分 

岩国市周東町 中曽根環境保全会 田 活動組織 

柳井市日積 若杉川保全会 田 活動組織 

周南市須金 須金環境保全会 畑 活動組織 

山口市秋穂 秋穂地域広域協定 田 広域組織 

宇部市小野 宇部市小野地域運営委員会 田 広域組織 

萩市むつみ 千石台保全会 畑 活動組織 

2、 調査内容 

(1) 活動の実態調査 

① 活動量調査 

② 活動項目調査 

(2) 施設の長寿命化に係る調査 

(3) 市町の取組意向調査 

(4) 多面的機能支払の効果に係る調査 

(5) 事務手続きに係る調査 

3、 調査対象年度  平成 29 年度 
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